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１．１５年９月中間期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） 
（１）連結経営成績                                              （注）百万円未満は切り捨てて表示している。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年9月中間期   27,234 △   4.7 698 18.7 680 23.3 

14年9月中間期 28,589 18.8 588 3.2 551 0.2 

15年3月期 58,278 22.7    1,316 21.2  1,149 12.5 
 
          中間(当期)純利益 

1株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後1株当たり
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

百万円 ％ 円   銭 円    銭 

15年9月中間期    257 42.0 3    25  3    24  

14年9月中間期    181 △ 35.4 2    27  ― 

15年3月期     108 △ 46.0 0       96  ― 

（注）①持分法投資損益    15年9月中間期   2百万円  14年9月中間期   1百万円    15年3月期     1百万円 

②期中平均株式数（連結）15年9月中間期 79,118,789株 14年9月中間期 79,607,080株 15年3月期 79,388,327株 

③会計処理の方法の変更     無 

④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（２）連結財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

百万円 百万円 ％ 円    銭

15年9月中間期 47,141       19,777      42.0       249      99    

14年9月中間期 49,879       19,192      38.5       241      73    

15年3月期 47,295    18,937   40.0    238      95  

（注） 期末発行済株式数（連結）15年9月中間期 79,114,222株 14年9月中間期 79,394,170株 15年3月期 79,121,621株 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期   末   残   高

百万円 百万円 百万円 百万円

15年9月中間期 89       △  898      △ 1,455       1,198      

14年9月中間期 △ 1,129       △ 1,344      645       2,811      

15年3月期 2,539    △ 2,411   △ 1,303    3,463   
 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
    連結子会社数 ２社   持分法適用非連結子会社数 －社   持分法適用関連会社数 １社 
 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
    連結（新規） －社  （除外） －社    持分法（新規） －社   （除外） －社 
 
２．１６年３月期の連結業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

   売    上    高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 

                 百万円                  百万円                   百万円 

 通      期 59,000 1,200   600 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     7 円 58 銭 

（注）上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって異なる結果とな

る可能性があります。 

 

 



 
NO.２ 

 企 業 集 団 の 状 況  

 当社の企業集団は、当社、連結子会社２社、非連結子会社２社および関連会社１社で構成されています。当社グループが

営んでいる主な事業内容と、グループを構成する各会社の位置づけ、および事業の種類別セグメントとの関連は、次のとお

りです。 
 
（基礎化学品） 
  主な製品として、かせいソーダ、液化塩素、次亜塩素酸ソーダ、塩酸、亜塩素酸ソーダ、塩素酸ソーダ、かせいカリ、

エピクロルヒドリン、アリルクロライド、ジクロロプロペン等の製造・販売を行っています。 
  当社が製造・販売するほか、連結子会社ダイソーケミカル㈱をとおして販売するとともに、当社の原料の一部を同社よ

り購入しています。連結子会社ダイソーケミカル㈱は、塗料原料、接着剤原料等の販売を行っています。また、持分法適

用関連会社岡山化成㈱は、かせいソーダ、液化塩素、次亜塩素酸ソーダ、水素ガスを製造しており、当社は製品および原

料の一部を同社より購入しています。 
 

（機能化学品） 
  主な製品として、エピクロルヒドリンゴム、塩素化ポリエチレン、省エネタイヤ用改質剤、ダップ樹脂、液体クロマト

グラフィー用シリカゲル、光学活性体、医薬中間体、酸化イリジウム電極、アリルエーテル類、レンズ材料、重防食塗料

用樹脂、低塩素含量エポキシ樹脂等の製造・販売を行っています。 
  当社が製造・販売するほか、製品の一部を連結子会社ダイソーケミカル㈱、ダイソーエンジニアリング㈱をとおして販

売しています。また、連結子会社ダイソーケミカル㈱は、感光性樹脂等の販売を行っています。 
 

（住宅設備ほか） 
  主な製品として、ダップ加工材、住宅関連製品等の製造・購入・販売を行っています。 
  連結子会社ダイソーエンジニアリング㈱は、各種化学プラント、環境保全設備等の建設業務を行うほか、当社設備の建

設および保全を行っています。また、当社は同社の資材購入事務を代行しています。また、非連結子会社㈱ジェイ・エム・

アールは、廃蛍光管の処理およびリサイクル事業を行っています。 

 
  事業の系統図は、次のとおりです。 

 
当               社 

基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 

製       原    製   原    製   原             

品       料     品   料    品   料             

ダ イ ソ ー ケ ミ カ ル ㈱

連 結 子 会 社
 岡 山 化 成 ㈱ 

持 分 法 適 用 

関 連 会 社 

 

  

 

  

 

                   設備の建設・保全 

                                                         

ダ イ ソ ー エ ン ジ ニ ア リ ン グ ㈱

連 結 子 会 社

 ㈱ジェイ・エム・アール

非 連 結 子 会 社

 

                                                                                              
 

 

 

 

 

 

 



 
NO.３ 

 経  営  方  針  
 

１．経営の基本方針 
わが国の化学産業は、欧米およびアジア諸国の化学会社の積極的な事業活動により厳しい国際競争にさらされ、事業の再

構築や絞り込み等、生き残りをかけた変革を迫られています。 

このような状況下で当社グループは、 

（１）化学を中心とする事業を通じてより豊かな社会の実現に貢献します 

（２）世界に信頼される技術と製品を創造します 

（３）情熱と誠意をもって行動します 

の企業理念に基づき、２１世紀において存在感のある化学会社として確固たる基盤を築くため、基幹事業の一層の強化を図

るとともに、新規事業へ積極的に経営資源を投入し高付加価値型化学会社への転換を目指してまいります。 

また、安全性の確保については、万全を期すとともに、省資源、省エネルギー活動に積極的に取り組み、地球環境負荷へ

の低減を図ってまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社グループは、株主のみなさまに対する利益配分を重要な責務と考えており、配当につきましては、各期の業績と今後

の事業展開に備えるための内部留保を勘案し決定することを基本としております。また、安定性についても重要であると考

えています。 

なお、配当金につきましては、今後の情勢等を勘案し、期末の配当のみとさせていただきました。当期末の配当につきま

しては、１株につき４円とさせていただく予定であります。 

 

３．目標とする経営指標 

  当社グループが中期的に目標とする経営指標は、事業活動の成果を示す「経常利益３０億円以上」と「ＲＯＡ（総資産経

常利益率）６％以上」で、この達成に向け、当社グループ全体の収益力を強化するべく取り組んでまいります。 

 

４．中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、今年度より３か年の中期経営計画「ＮＥＸＴＡＧＥ－０５」をスタートいたしました。 

 新たな企業価値創造への挑戦として、今回策定した中期経営計画「ＮＥＸＴＡＧＥ－０５」では、より一層「選択と集中」

を徹底させ、収益体質を強化し、グループとして「経常利益30億円体制の確立」を目指してまいります。 

 具体的には、「事業部別ＲＯＡ管理」による効率経営の推進、「キャッシュ・フロー重視」による有利子負債の圧縮、「プ

ロジェクトチーム編成」による経営課題の早期解決等の施策により、「２１世紀の勝ち組企業」を目指し、ひいては「企業

格付けの向上」と「株主価値の増大」を図ってまいります。 

 

５．コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

 当社は、経営の透明性やコーポレート･ガバナンスが有効に機能することが求められるなか、経営環境に機敏に対応でき

る組織体制と株主重視の公正な経営システムを構築維持することを重要施策としております。 

 取締役会は、原則として毎月１回開催し、重要事項はすべて付議され、業績の進捗についても議論し対策等を検討してお

ります。 

 このほか、意思決定の迅速化を図るため、経営会議を原則として週１回開催し、経営の重要案件を審議しております。 

  当社は、監査役制度を採用しております。現在の監査役は3名（うち社外監査役2名）であり、取締役会にはすべて出席す

るとともに社内の重要な会議にも積極的に参加し、取締役の職務執行を十分に監視できる体制となっております。 

 公認会計士監査は新日本監査法人に依頼しております。期末に偏ることなく、期中に満遍なく監査が実施され、コンピュ

ーターデータも提供しており、正確で監査しやすい環境を整備しております。 

 顧問弁護士は、露木脩二法律事務所・高木茂太市法律事務所に依頼しております。必要に応じてアドバイスをいただいて

おります。 

 これらにより、十分なコーポレート･ガバナンスが確保されていると認識しております。 

 また、株主重視の観点から、ストック･オプション制度を導入し、業績向上を図る努力をしております。 

 

 

 

 

 



 
NO.４ 

 経 営 成 績 及 び 財 政 状 態  
 
１．経営成績 
（１）当中間期の概況 
当中間期のわが国経済は、欧米の景気回復の遅れにより、輸出環境が厳しい状況にあったこと、また国内では企業収益

の改善と株価上昇や製造業における設備投資の回復など一部に明るさが見えるものの、デフレ経済の長期化や雇用不安に

よる個人消費の停滞などにより、景気は弱含みで推移いたしました。 

化学業界におきましては、アジアの需給環境改善などにより輸出は増加いたしましたが、国内では原料ナフサ価格の高

止まりに加え、住宅・公共投資向け需要が低調のまま推移するなど、引き続き厳しい事業環境となりました。 

このような情勢のもとで、当社グループは、今年度より３か年の中期経営計画「ＮＥＸＴＡＧＥ－０５」をスタートい

たしました。新たな企業価値創造への挑戦として、より一層「選択と集中」を徹底させ、収益体質を強化し、グループと

して「経常利益30億円体制の確立」を目指します。 

この中期経営計画の施策の一環として、基礎化学品では、事業の再構築を図るため、本年7月に昭和電工株式会社より

エピクロルヒドリン事業の営業権を譲り受け、業容の拡大強化を図り、クロル・アルカリ事業では、プロジェクトチーム

編成により物流改革、製造原価のコストダウン、商流の見直しなどを実施し、より一層の競争力強化を図り、収益基盤の

確保につとめてまいりました。 

また、機能化学品では、エピクロルヒドリンゴム、光学活性体を含む医薬中間体、液体クロマトグラフィー用シリカゲ

ル、酸化イリジウム電極、省エネタイヤ用改質剤などの高付加価値製品につきましては、営業体制を強化し、事業の積極

的拡大に取り組んでまいりました。 

さらに、連結経営における事業規模拡大のため、本年４月に子会社の大曹商事株式会社とダイソーケミカル株式会社と

を合併し、新社名をダイソーケミカル株式会社として新たにスタートいたしました。爾来、当社グループにおけるシナジ

ー効果をさらに高めるべく、取り扱い製品を拡充し、市場に対してより一層の高品質なサービスを提供してまいりました。 

収益体質の強化を目指し、低収益事業の見直しなどを実施しました結果、当中間期の連結売上高は、基礎化学品および

機能化学品は順調に推移しましたが、住宅設備ほかの売上高が減少いたしましたので、２７２億３千４百万円と前年同期

比４．７％の減少となりました。しかしながら、連結経常利益は、６億８千万円と前年同期比２３．３％増加するととも

に、連結中間純利益につきましても、２億５千７百万円と前年同期比４２．０％の増加となりました。 

 

事業の種類別セグメントの営業状況は、次のとおりです。 

 

（基礎化学品） 

かせいソーダは、輸出面では、海外市況の回復により、製品価格が上昇し販売数量も増加しましたが、国内では、景気低迷の

影響を受けて、販売数量が減少し、製品価格も下落しましたので、売上高は減少いたしました。 

一方、塩化物については、塩酸の販売数量は増加しましたが、製品価格が下落し、液化塩素および次亜塩素酸ソーダは販売

数量が大幅に減少しましたので、売上高は減少いたしました。 

エピクロルヒドリンは、期前半は、国内需要の主力先であるエポキシ樹脂用途向けが低迷しましたが、本年７月より昭和電工株

式会社の営業権を当社が引き継ぎましたので、期後半からは、販売数量が大幅に増加いたしました。 また、価格面では、昨年

下期に原料プロピレンが大幅に上昇したのに伴い値上げを実施しましたので、売上高は大幅に増加いたしました。 

以上の結果、基礎化学品の売上高は、１３３億７千６百万円と前年同期比１．９％の増加となりました。 

   
（機能化学品） 

エピクロルヒドリンゴムは、アジア向けの輸出は好調に推移するとともに、欧米向けの輸出も回復し、また国内の事務機用途向

けも好調で、販売数量は増加いたしました。価格面では、国内では価格の維持につとめましたが、輸出面では為替の影響もあり、

堅調に推移いたしました。 

塩素化ポリエチレンは、国内は塩ビ用途向け需要が大手パイプメーカーの不振により減少いたしました。輸出では、アジア向

け需要がＳＡＲＳ問題の影響により減少し、販売数量は減少いたしました。 

省エネタイヤ用改質剤は、大手タイヤメーカーに本格採用され販売数量は増加しましたが、価格面では、軟調に推移いたしま

した。 

ダップ樹脂は、国内の化粧板用途および印刷用途は順調に推移しましたが、海外の成型材料用途の需要減があり販売数量

は減少いたしました。 

液体クロマトグラフィー用シリカゲルは、医薬品の精製用向けの需要が堅調に推移するとともに、欧米向けの輸出も既存製品

の需要が順調に推移いたしました。また、新規需要も順調に推移し、新たに上市した新品種の販売数量も増加しましたので、売

上高は増加いたしました。 

光学活性体は、開発中の大型新薬向けの大口新規需要先への販売に成功するとともに、上市済みの医薬中間体の販売量も

増加しましたので、売上高は大幅に増加いたしました。 

酸化イリジウム電極は、平成１４年７月にＴＤＫ株式会社より金属電極事業を譲り受けるとともに、営業力を強化しましたので、売 



 
NO.５ 

 

上高は大幅に増加いたしました。 

  アリルエーテル類は、ポリエステル塗料用途向けの輸出が増加しましたが、シランカップリング剤用途向けの輸出が減

少しましたので、売上高は減少いたしました。 

以上の結果、機能化学品の売上高は、９６億６千３百万円と前年同期比１．９％の増加となりました。 

 

（住宅設備ほか） 

 

ダップ化粧板関係は、本年７月からの建築基準法改正によりホルマリンに対する規制が厳しくなり、ダップ樹脂の環境に対する

無害性が評価されたため、需要が増加いたしました。その結果、静岡工場は含浸、プレスおよび二次加工品（収納扉など）で、こ

れまでの最高の生産を達成することができました。また、不燃ダップ化粧板などの新規商品も順調に推移しましたので、売上高

は大幅に増加いたしました。 

一方、生活用品関係は、個人消費の落ち込みと低収益商品の見直しにより、売上高は大幅に減少いたしました。 

エンジニアリング部門におきましても、営業活動の強化により新規需要の開拓を積極的に行いましたが、官民の設備投資が低

迷したまま推移いたしましたので、売上高は減少いたしました。 

以上の結果、住宅設備ほかの売上高は、４１億９千４百万円と前年同期比２９．９％の減少となりました。 

 

（２）通期の業績見通し 

今後の見通しにつきましては、在庫調整の進展による国内景気の底入れと米国経済の景気回復基調の継続が期待される

ものの、為替レートの動向や長期金利の上昇が設備投資、住宅投資に与える影響が懸念されるなど、当社グループを取り 

巻く事業環境は、依然として厳しい状況が続くものと考えられます。 

このような情勢のもとで、当社グループは、中期経営計画達成のために、機能化学品事業の拡大強化と基礎化学品を中

心とした事業の再構築、新製品の開発と海外を含めた新市場の開拓に注力するとともに、資産効率向上による財務体質の

改善を図り、時代の変化に対応できる企業カルチャーの創造に取り組んでまいります。 

今後とも新規事業やＭ＆Ａに積極的に取り組み、経営のスピードを上げることにより、存在感のある化学会社として、

当社グループの事業構造の最適化と、経営基盤の拡充につとめてまいる所存であります。 

 

なお、通期では、売上高５９０億円、経常利益１２億円、当期純利益は６億円を見込んでおります。 

 

 

２．財政状態 

当中間期の連結キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間

純利益５億５千２百万円、減価償却費１１億２百万円等により収入額が増加したものの、売上債権７億８千７百万円、た

な卸資産４億４千１百万円等の増加により収入額が減少したので、８千９百万円の収入となりました。投資活動によるキ

ャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等により、８億９千８百万円の支出となりました。財務活動によるキャッシュ・

フローは、長期借入金の返済により１４億５千５百万円の支出となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は、１１億９千８百万円となり、前期末より２２億６千４百万円減

少いたしました。 

 

３．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 

 平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 平成15年9月期 

自己資本比率(%) 42.7 38.2 40.0 42.0 

時価ベースの自己資本比率(%) 32.7 31.3 32.7 44.0 

債務償還年数（年） 9.1 12.9 4.9 － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 6.7 5.9 12.3 1.0 

 
＊自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は記載しておりません。） 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済み株式総数により算出しております。 

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有

利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利

払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 



 
NO.６ 

 中  間  連  結  貸  借  対  照  表   

                                                   

当  中  間  期

(平成15年9月30日現在)

前  中  間  期

(平成14年9月30日現在)

前       期 

(平成15年3月31日現在)

 

科     目 

金   額 構成比 金   額 構成比

 

増  減 

金   額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

流  動  資  産 ２３，７０３ 50.3 ２６，３７８ 52.9 △２，６７５ ２４，８３８ 52.5

現 金 及 び 預 金 １，０９４  ２，７２９  △１，６３５ ３，３８０

受取手形及び売掛金 １６，１８７  １６，８６８  △  ６８１ １５，３９９

有  価  証  券 １０３  １３２  △   ２９ １０３

た な  卸  資  産 ５，４４９  ５，７００  △  ２５１ ５，００７

繰 延 税 金 資 産 ５２６  ４４２  ８４ ５０２

そ    の    他 ３４８  ５１６  △  １６８ ４５３

貸 倒  引  当  金 △   ６  △  １２  ６ △   ９

固  定  資  産 ２３，４３７ 49.7 ２３，５００ 47.1 △   ６３ ２２，４５７ 47.5

(有形固定資産) １４，７３３ 31.2 １５，３４３ 30.8 △  ６１０ １４，９４９ 31.6

  建 物 及 び 構 築 物 ４，１２４  ４，１７４  △   ５０ ４，２２４

  機械装置及び運搬具 ７，７５６  ８，２０８  △  ４５２ ８，２３０

  そ    の    他 ２，８５１  ２，９６０  △  １０９ ２，４９４

(無形固定資産) ７８６ 1.7 ６３３ 1.2 １５３ ６１６ 1.3

 連 結 調 整 勘 定 ４３１ ４５４ △   ２３ ４４３

   そ の 他 ３５４  １７８  １７６ １７２

(投資その他の資産) ７，９１８ 16.8 ７，５２４ 15.1 ３９４ ６，８９２ 14.6

  投 資 有 価 証 券 ６，６８０  ５，６９４  ９８６ ５，０７９

  繰 延 税 金 資 産 ７０  ５５７  △  ４８７ ６００

  そ    の    他 １，１８２  １，２９１  △  １０９ １，２２６

  貸  倒  引  当  金 △  １４  △  １９  ５ △   １４

資   産   合   計 ４７，１４１ 100.0 ４９，８７９ 100.0 △２，７３８ ４７，２９５ 100.0



 
NO.７ 

 

当  中  間  期

(平成15年9月30日現在)

前  中  間  期

(平成14年9月30日現在)

前       期 

(平成15年3月31日現在)

 

科     目 

金   額 構成比 金   額 構成比

 

増  減 

金   額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

流  動  負  債 １８，８７０ 40.0 ２１，４４９ 43.0 △２，５７９ １９，１１０ 40.4

支払手形及び買掛金 ９，７９９  １０，０９９  △  ３００ ９，９８６

短 期  借  入  金 ３，２３０  ２，６７０  ５６０ ３，０３０

一年以内返済 予 定の 

長 期 借 入 金 
２，１４０  １，９５０  １９０ ２，６６３

一年以内償還 予 定の 

社 債 
－  ３，０００  △３，０００ －

未 払 法 人 税 等 ３３４  ３８０  △   ４６ ２７４

そ    の    他 ３，３６５  ３，３４８  １７ ３，１５６

固  定  負  債 ８，４９３ 18.0 ９，２３７ 18.5 △  ７４４ ９，２４７ 19.6

社       債 １，０００  １，０００  － １，０００

長 期  借  入  金 ４，１６９ ４，９６０ △  ７９１ ４，９８３

繰 延 税 金 負 債 １５８  ６  １５２ ６

退 職 給 付 引 当 金 ２，５０１  ２，６５４  △  １５３ ２，５９８

役員退職慰労引当金 ５０３  ４５９  ４４ ４９８

そ    の    他 １６０ １５６ ４ １６０

負  債  合  計 ２７，３６３ 58.0 ３０，６８７ 61.5 △３，３２４ ２８，３５７ 60.0

少数株主持分 －  －  － －

少数株主持分合計 －  －  － －  

資    本    金 ６，２８２ 13.3 ６，２８２ 12.6 － ６，２８２ 13.3

資 本 剰 余 金 ４，７９８ 10.2 ４，７９８ 9.6 － ４，７９８ 10.1

利 益 剰 余 金 ６，８３２ 14.5 ６，９９６ 14.0 △  １６４ ６，９２３ 14.6

その他有価証券評価差額金 １，９７２ 4.2 １，１７５ 2.4 ７９７ １，０３８ 2.2

自  己  株  式 △  １０７ △0.2 △   ６１ △0.1 △   ４６ △  １０５ △0.2

資  本  合  計 １９，７７７ 42.0 １９，１９２ 38.5 ５８５ １８，９３７ 40.0

負債、少数株主持分 

及 び 資 本 合 計 
４７，１４１ 100.0 ４９，８７９ 100.0 △２，７３８ ４７，２９５ 100.0

                       （当 中 間 期）    （前  中  間  期）    （前     期） 
（注）１．受取手形割引高            ５１９百万円     １，１１７百万円      ６３９百万円 
   ２．有形固定資産減価償却累計額   ４３，２１１百万円   ４１，７７７百万円   ４２，６５０百万円 
   ３．担保に供している資産      ４，２２６百万円      ４，４４２百万円      ４，３５４百万円 



 
NO.８ 

 中  間  連  結  損  益  計  算  書  

 

当  中  間  期

平成15年4月 1日から 

平成15年9月30日まで 

前  中  間  期

平成14年4月 1日から 

平成14年9月30日まで 

前       期 

平成14年4月 1日から 

平成15年3月31日まで 

 

科     目 

金   額 百分比 金   額 百分比

 

増 減 

金   額 百分比

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

売 上 高 ２７，２３４ 100.0 ２８，５８９ 100.0 △１，３５５ ５８，２７８ 100.0

売 上 原 価 ２２，３８７ 82.2 ２３，８４０ 83.4 △１，４５３ ４８，６４１ 83.5

売 上 総 利 益 ４，８４７ 17.8 ４，７４９ 16.6 ９８ ９，６３６ 16.5

販売費及び一般管理費 ４，１４８ 15.2 ４，１６１ 14.5 △   １３ ８，３２０ 14.2

営 業 利 益 ６９８ 2.6 ５８８ 2.1 １１０ １，３１６ 2.3

営 業 外 収 益 １４９ 0.5 ２６３ 0.9 △  １１４ ５０５ 0.9

(受取利息・配当金) (   ４７)  (   ５２)  (△   ５) (   ８２)  
(その他の営業外収益)  (  １０１)  (  ２１０)  (△ １０９) (  ４２２)  
営 業 外 費 用 １６６ 0.6 ２９９ 1.1 △  １３３ ６７１ 1.2

(支  払  利  息) (   ８０)  (  １０１)  (△  ２１) (  ２０９)  
(その他の営業外費用)  (   ８６)  (  １９７)  (△ １１１) (  ４６１)  

経 常 利 益 ６８０ 2.5 ５５１ 1.9 １２９ １，１４９ 2.0

特 別 利 益 ０ 0.0 ９２ 0.3 △   ９２ ３０７ 0.5

( 固 定資産売却益 ) (    ０)  (    －)  (     ０) (  ２１４)  
(投資有価証券売却益) (    －)  (   ８６)  (△   ８６) (   ８６)  
(貸倒引当金戻入益) (    －)  (    ５)  (△      ５) (    ５)  
特   別   損   失 １２８ 0.5 ３００ 1.0 △  １７２ １，０７０ 1.8

( 固 定資産除却損 ) (  １０４)  (  １２０)  (△   １６) (  ２４１)  
(ゴルフ会員権評価損) (    －)  (   ３４)  (△   ３４) (   ３１)  
(投資有価証券評価損) (   ２３)  (  １４５)  (△  １２２) (  ７９８)  

税金等調整前中間(当期)純利益 ５５２ 2.0 ３４３ 1.2 ２０９ ３８６ 0.7

法人税、住民税及び事業税 ３１３ 1.1 ３１２ 1.1 １ ４３０ 0.7

法 人 税 等 調 整 額 △  １７ △0.0 △ １４９ △0.5 １３２ △ １５２ △0.2

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ２５７ 0.9 １８１ 0.6 ７６ １０８ 0.2



 
NO.９ 

 中  間  連  結  剰  余  金  計  算  書  

（単位:百万円） 

科      目 

当  中  間  期 

平成15年4月 1日から

平成15年9月30日まで

前  中  間  期 

平成14年4月 1日から

平成14年9月30日まで

増 減 

前           期

平成14年4月 1日から

平成15年3月31日まで

資 本 剰 余 金 の 部  

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ４，７９８ ４，７９８ － ４，７９８

資 本 剰 余 金 増 加 高 － － － －

資 本 剰 余 金 減 少 高 － － － －

資本剰余金中間期末(期末)残高 ４，７９８ ４，７９８ － ４，７９８

利 益 剰 余 金 の 部  

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ６，９２３ ６，９６６ △  ４３ ６，９６６

利 益 剰 余 金 増 加 高 ２５７ １８１ ７６ １０８

中間 ( 当期 ) 純利益 ２５７ １８１ ７６ １０８

利 益 剰 余 金 減 少 高 ３４８ １５１ １９７ １５１

配     当     金 ３１６ １１９ １９７ １１９

役 員 賞 与 金 ３２ ３２ － ３２

利益剰余金中間期末(期末)残高 ６，８３２ ６，９９６ △ １６４ ６，９２３

  



 
NO.10 

 中間連結キャッシュ・フロ－計算書  

（単位:百万円） 
 

( 
当 中 間 期 

平成15年4月 1日から

平成15年9月30日まで ) (
前 中 間 期 

平成14年4月 1日から 

平成14年9月30日まで ) ( 
前          期 

平成14年4月 1日から

平成15年3月31日まで )
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロ－        

  税金等調整前中間(当期)純利益  ５５２  ３４３   ３８６

  減価償却費  １，１０２  １，０３２   ２，１９５

  貸倒引当金の増減額  △     ３  △     ０   △      ８

  未払賞与の増減額  ２９  △    ３４   △    ２５

  退職給付引当金の増減額  △    ９７  △    ９３   △   １４９

  役員退職慰労引当金の増減額  ５  ３５   ７４

  受取利息及び受取配当金  △    ４７  △    ５２   △    ８２

  支払利息  ８０  １０１        ２０９

連結調整勘定償却  １１  １１   ２３

持分法による投資利益  △     ２  △     １   △     １

  有価証券・投資有価証券売却益  －  △    ８６   △    ８６

  有価証券・投資有価証券評価損  ２３  １４５   ７９８

  有形固定資産売却益  △     ０  －   △   ２１４

  固定資産除却損  ３９  ４６   １０１

  売上債権の増減額  △   ７８７  △   ９６９   ４９９

  たな卸資産の増減額  △   ４４１  △   ７１７   △    ２５

ゴルフ会員権評価損  －  ３４   ３１

  その他資産の増減額  １０５  ７９   １４８

  仕入債務の増減額  △   １８７  △   ５７２    △   ６８６

  未払消費税等の増減額  △    ４９  ９４   １２５

  役員賞与の支払額  △    ３２  △    ３２   △    ３２

  その他負債の増減額  ７６  △   ２５９   △   ２０８

     小  計  ３８０  △   ８９７   ３，０７０

  利息及び配当金の受取額  ４７  ５２   ８２

  利息の支払額  △    ８５  △   １０４   △   ２０７

  訴訟和解金等の支払額  －  △    ５４   △    ５４

  法人税等の支払額  △   ２５２  △   １２６   △   ３５１

営業活動によるキャッシュ・フロー  ８９  △ １，１２９   ２，５３９

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロ－       

  定期預金の払戻による収入  ２１  ３００   ３００

  有価証券の取得による支出  －  △    ３０   －

  有形固定資産の取得による支出  △   ７３３  △ １，５３７   △ ２，６３１

  有形固定資産の売却による収入  ０  －   ２１７

  無形固定資産の取得による支出  △   ２２０  △   １２６   △   １３７

  無形固定資産の売却による収入  ０  －   －

  投資有価証券の取得による支出  △    １４  △    ３２   △   ３５２

  投資有価証券の売却による収入  １  ９４   １４１

  その他の取得による支出  △     ３  △    ６５   △    ７７

  その他の売却による収入  ３３  ２１   ６３

  貸付けによる支出  △     ０  △     ８   △     ８

  貸付金の回収による収入      １７  ４０   ７３

  投資活動によるキャッシュ・フロ－  △   ８９８  △ １，３４４   △ ２，４１１

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロ－        

  短期借入れによる収入  ３，７３０  ３，２１０   ５，８４０

  短期借入金の返済による支出  △ ３，５３０  △ ３，２１０   △ ５，４８０

  長期借入れによる収入  －  ５００   ２，０００

  長期借入金の返済による支出  △ １，３３７  △   ６７３   △ １，４３６

  社債の発行による収入  －  １，０００   １，０００

  社債の償還による支出   －  －   △ ３，０００

  自己株式の取得による支出  △     １  △    ６０   △    １０４

  配当金の支払額  △   ３１６  △   １２０   △   １２１

財務活動によるキャッシュ・フロ－  △ １，４５５  ６４５   △ １，３０３

Ⅳ現金及び現金同等物の増減額  △ ２，２６４  △ １，８２７   △ １，１７５

Ⅴ現金及び現金同等物期首残高  ３，４６３  ４，６３９   ４，６３９

現金及び現金同等物中間期末(期末)残高  １，１９８   ２，８１１   ３，４６３  
 

（注）現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結(連結)貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
（当  中  間  期）       （前  中  間  期）     （前     期） 

現金及び預金勘定            １，０９４百万円       ２，７２９百万円     ３，３８０百万円 
有価証券勘定                １０３百万円         １３２百万円       １０３百万円 

現金及び計金勘定            １，１９８百万円       ２，８６２百万円     ３，４８４百万円                      
預入期間が３ケ月を越える定期預金         －百万円   △   ２１百万円    △   ２１百万円 

価値変動リスクのある有価証券          －百万円   △   ３０百万円            －百万円 

現金及び現金同等物           １，１９８百万円       ２，８１１百万円     ３，４６３百万円 
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 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
１．連結の範囲 

連結子会社  ２社  ダイソーケミカル株式会社、ダイソーエンジニアリング株式会社 

非連結子会社 ２社  ダイソー加工材株式会社、株式会社ジェイ・エム・アール 

非連結子会社２社の総資産、売上高・中間純損益および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも僅少であり、中

間連結財務諸表に重要な影響をおよぼしていません。 

 

 ２．持分法の適用 

関連会社     １社     岡山化成株式会社 

非連結子会社２社に対する投資については、持分法を適用していません。上記の持分法非適用の非連結子会社の中間純

損益および利益剰余金（持分に見合う額）等の合計額は、いずれも僅少であり、中間連結財務諸表に重要な影響をおよ

ぼしていません。 

   

 ３．連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と同一です。 

 

 ４．会計処理基準 

 （１）有価証券の評価基準および評価方法 

満期保有目的債券・・償却原価法 

その他有価証券・・・時価のあるものは、中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）で、時価のないものは、移動平均法による

原価法  

 

 （２）たな卸資産の評価基準および評価方法 

親会社は主に総平均法による低価法 

子会社は主に先入先出法による原価法 

 

（３）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・親会社は、機械装置のうち無機関係設備及び一部の有機関係設備は定額法、その他の有機関係設備

及び研究開発設備は定率法によっています。その他の有形固定資産は定額法によっています。子会

社は、主として定額法によっています。なお、耐用年数については主として下記のとおりとなって

います。 

建物：平均２４年 

機械装置：平均７年 

 

   無形固定資産・・定額法によっています。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっています。 

 

 （４）引当金の計上基準 

     貸倒引当金  

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、財務内容評価法によっています。 

   退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。なお、数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理しています。 

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく当中間連結会計期間末要支給額を計上しています。 
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（５）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

（６）ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて、特例処理を採用しています。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

ヘッジ方針 

市場金利の変動リスクを回避するために、ヘッジ手段を選定し、取締役会の承認のもとに実行しています。 

ヘッジの有効性評価の方法 

特例処理を採用している金利スワップのみのため省略しています。 

 

５．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

６．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ

月以内に満期日または償還日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資等です。  
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 セ  グ  メ  ン  ト  情  報  

１．事業の種類別セグメント情報 
 

当中間期（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）                      （単位：百万円） 
 

基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 計 消去又は全社 連  結

売上高及び営業損益       
   売   上   高     
 (1)外部顧客に対する 

     売上高 
13,376 9,663 4,194 27,234 － 27,234

 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
0 4 396 401 （  401） －

         計 13,377 9,667 4,591 27,636 （  401） 27,234

   営  業  費  用 13,537 8,593 4,500 26,631 （   94） 26,536

   営業利益又は営業損失（△） △ 160 1,074 91 1,005 （  306） 698

 

前中間期（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）                      （単位：百万円） 
 

基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 計 消去又は全社 連  結

売上高及び営業損益       
   売   上   高     
 (1)外部顧客に対する 

     売上高 
13,123 9,479 5,987 28,589 － 28,589

 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
0 14 1,012 1,027 （1,027） －

         計 13,123 9,494 6,999 29,617 （1,027） 28,589

   営  業  費  用 13,272 8,557 6,931 28,760 （  758） 28,001

   営業利益又は営業損失（△） △ 149 937 68 856 （  268） 588

 
前期（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）                         （単位：百万円） 

 基礎化学品 機能化学品 住宅設備ほか 計 消去又は全社 連  結 

1.売上高及び営業損益        
   売   上   高      
 (1)外部顧客に対する 

     売上高 
26,525 19,533 12,219 58,278 － 58,278

 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
1 28 1,565 1,595 （1,595） －

         計 26,526 19,562 13,785 59,873 （1,595） 58,278

   営  業  費  用 26,875 17,463 13,580 57,919 （  957） 56,962

   営業利益又は営業損失（△） △   349 2,098 204 1,954 （  637） 1,316

2.資産、減価償却費 

 及び資本的支出 
      

   資          産 21,652 12,174 4,127 37,954 9,341 47,295

   減 価 償 却 費 1,160 806 127 2,095 100 2,195

   資 本 的 支 出 352 1,243 224 1,820 174 1,994
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（注）１．事業区分は、当社グループの事業活動分野別とし、製品の汎用性および市場の類似性等を考慮し、区分していま

す。 
２．各事業の主な製品 

    （１）基礎化学品：かせいソーダ、液化塩素、次亜塩素酸ソーダ、塩酸、亜塩素酸ソーダ、塩素酸ソーダ、かせい

カリ、エピクロルヒドリン、アリルクロライド、ジクロロプロペン、塗料原料、接着剤原料等 
    （２）機能化学品：エピクロルヒドリンゴム、塩素化ポリエチレン、省エネタイヤ用改質剤、ダップ樹脂、液体ク

ロマトグラフィー用シリカゲル、光学活性体、医薬中間体、酸化イリジウム電極、アリルエー

テル類、レンズ材料、重防食塗料用樹脂、低塩素含量エポキシ樹脂、感光性樹脂等 
    （３）住宅設備ほか：ダップ加工材、住宅関連製品、化学薬品の輸送・貯蔵、化学プラント・環境保全設備建設 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間期が２７９百万円であり、その

主なものは、基礎研究開発等および管理部門の一部に係る費用で、前中間期が１９８百万円、前期が５１３百万

円です。 

 
 

２．所在地別セグメント情報 
 在外連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

３．海外売上高                                        （単位：百万円） 

 当 中 間 期 

自平成15年4月 1日 

至平成15年9月30日 

前 中 間 期 

自平成14年4月 1日 

至平成14年9月30日 

前     期 

自平成14年4月 1日 

至平成15年3月31日 

 ヨーロッパ その他の 

地 域 

計 ヨーロッパ その他の

地 域

計 ヨーロッパ その他の

地 域

計 

１.海外売上高 1,330 2,687 4,018 1,240 2,339 3,580 2,606 5,415 8,021

２.連結売上高   27,234   28,589   58,278

３.連結売上高

に占める海外

売上高の割合 

4.9％ 9.9％ 14.8％ 4.3％ 8.2％ 12.5％ 4.5 ％ 9.3 ％ 13.8 ％

（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 
   ２．各区分に属する主な国または地域 
     （１）ヨーロッパ    ドイツ、フランス、イギリス、スペイン 
     （２）その他の地域   アメリカ、カナダ、台湾 
   ３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 
 

 

 

 

 

 リ  ー  ス  取  引  関  係  
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
                            （当  中  間  期） （前  中  間  期） （前    期） 
（１）取得価額相当額                    ８８百万円        １２６百万円    １０６百万円 
   減価償却累計額相当額                 ６４百万円         ８１百万円     ７２百万円  
   中間期末(期末)残高相当額               ２３百万円         ４５百万円     ３３百万円 
   上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」です。 
（２）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 １年内    １６百万円          ２２百万円     １８百万円 
                       １年超     ６百万円          ２３百万円     １５百万円 
                       合 計     ２３百万円          ４５百万円     ３３百万円 
（３）支払リース料（減価償却費相当額）           １０百万円          １２百万円     ２４百万円 
（４）減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっています。 
（５）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占めるその割合が低いため、

支払利子込み法によっています。 
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 有 価 証 券 関 係  
１．時価のある有価証券                                    （単位：百万円） 

区    分 
当  中  間  期 

（平成15年9月30日現在） 

前  中  間  期 

（平成14年9月30日現在） 

前      期 

（平成15年3月31日現在） 

（１）満期保有目

的の債券 

中間連結
貸借対照
表計上額 

時 価 差 額 
中間連結
貸借対照
表計上額

時 価 差 額 
連結貸借
対照表計
上額 

時 価 差 額 

社 債 10 10 0 40 40 0 10 10 0

計 10 10 0 40 40 0 10 10 0

（２）その他有価証

券 
取得原価

中間連結
貸借対照
表計上額 

差 額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価 
連結貸借
対照表計
上額 

差 額 

株 式 1,939 5,336 3,397 2,594 4,670 2,076 1,950 3,795 1,844

その他 353 356 3 397 348 △   49 362 309 △   53

計 2,292 5,692 3,400 2,991 5,018 2,026 2,312 4,104 1,791

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格です。なお、当中間連結会計期間において23百万円減損処理を行ってい

ます。 

 

２．時価評価されていない主な有価証券                             （単位：百万円） 

 当  中  間  期 

(平成15年9月30日現在) 

前  中  間  期 

(平成14年9月30日現在) 

前          期 

(平成15年3月31日現在) 

 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券    
非上場株式(店頭売買株

式を除く) 
４０３ ９３ ３９３

ＭＭＦ等 １０３ １０２ １０３

計 ５０６ １９６ ４９６

 

 

 

 

 

 デ リ バ テ ィ ブ 取 引  

当中間連結会計期間末、前中間連結会計期間末および前連結会計年度末の市場取引以外の取引として、金利スワップ取引

がありますが、ヘッジ会計の要件を満たす特例処理を適用しているため、注記の対象外としました。 


